
倫理的消費の経験と態度

── 婚姻の有無・職業による検討 ──

泉水　清志1)

Experience and Attitude of Ethical Consumption: 
Examination in Marriage and Occupation

Kiyoshi Sensui

　　In recent consumer behavior, it is interesting in ethical consumption which is aiming for 
earthquake disaster reconstruction assistance and poverty support, for example, cause related 
marketing and support consumption.  The purpose of this study is to examine that the marriage 
and the occupation influence ethical consumption.  This study used the questionnaire data of 800 
men and women in their 20s to 60s.  The results show that the people who are married, particularly 
in the men, increase ethical consumption, but donʼt increase the attitude in the women.  And the 
results show the self-employed increase the attitude of ethical consumption, but housewife, 
temporary employees, contract employees, and regular employees donʼt increase.  It is reasonable 
to suppose that the attitude of ethical consumption is different in the cluster of consumers.

Key words: ethical consumption, cause related marketing, donated product, support consumption, 

　　　　　  theory of planned behavior

キーワード：倫理的（エシカル）消費，コーズ・リレーテッド・マーケティング，寄付つき商

品，応援消費，計画的行動理論

Ⅰ．問　　題

１．倫理的消費

　「倫理的消費」は「エシカル消費」ともよばれ、

「消費者の個人の利益だけでなく、他者や環境の

公的な利益を考慮して行う消費行動」（田中，

2012）、「人、社会、環境、地域、動物に配慮した

さまざまな消費活動の総称」（「倫理的消費」調査

研究会，2017）と定義されている。すなわち、人

と社会・地球のことを考えた“倫理的に正しい”

消費行動やライフスタイルのことであり、その背

景には製品やサービス間のコモディティ化（商品

間に品質の差がなくなり、低価格化が進み、日用

品・汎用品化していること）やソーシャルグッド

（社会貢献に関する活動を支援・促進する取り組

み）がある。多くの消費者は、社会貢献型の製品

やサービスを購入したいと思っており、エシカル

な活動や商品開発を行う企業に対する好感度は高

く、社会をさらに良くするために行動してほしい

と考えている。

　田中（2012）は、「否定的―肯定的」（“現状に

抗議してこれを否定する”―“現状をさらに改善
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してあるべき姿を求めて行動する”）、「社会・企

業対応―自然・生活対応」（“社会や企業の活動に

対して行われる”―“自然や消費者の生活に向け

て行われる”）の 2 つの軸によって、倫理的消費

活動を 4 つのタイプに分類している。

　①　否定的―社会・企業対応：消費者ボイコッ

ト、反ブランド

　②　肯定的―社会・企業対応：震災復興支援商

品、フェアトレード、寄付つき商品

　③　肯定的―自然・生活対応：環境にやさしい

活動、スローライフ、地産地消

　④　否定的―自然・生活対応：毛皮や遺伝子組

み換え商品忌避、過剰消費批判

　従来のように自分の利益を求める利己的な消費

ではなく、現代ではこのような倫理的な消費が増

加しており、企業も短期的な利益ではなく、消費

者の倫理的動機を満足させるような活動を企画し、

実行していくことで消費者から選ばれるような長

期的な関係を目指す必要がある。

２．現代の倫理的消費に対する態度

　アメリカでは 2008 年のリーマンショック後、

「より多くより安く買いたい」から「価値のある

モノを手に入れたい」という「スペンド・シフト」

に消費者マインドが変化したため、自分だけの経

済価値追求ではなく、自分の属する地域やコミュ

ニティを潤し、他人との絆を深めることに価値を

見出し始めるようになった。日本でも 1995 年の

阪神・淡路大震災、2011 年の東日本大震災・福

島第一原子力発電所事故を経験し、多くの市民が

「誰かの力になりたい」という心情を持つように

なり、「市民のソーシャル志向」が高まっている。

2018 年度の内閣府による「社会意識に関する世

論調査」では、「日頃、社会の一員として、何か

社会のために役立ちたいと思っている」と回答し

た割合が 63.3％、「あまり考えていない」と回答

した割合が 34.5％であり、現代では社会貢献活動

への意識が高い傾向にある。その内容は、「社会

福祉に関する活動（老人や障害者、子どもに対す

る、身の回りの世話、介護、食事の提供、保育な

ど）」が 39.3％と最も高いが、「自然・環境保護に

関する活動（環境美化、リサイクル活動、牛乳パッ

クの回収など）」が 28.8％、「自分の職業を通して」

が 25.4％、「自主防災活動や災害援助活動」が

25.0％であり、倫理的消費と直接的、間接的に関

連する活動についても意識が高いことが分かる。

　以前より、クラウドファンディング（社会的事

業のためにインターネットを使って特定多数の

人々に少額の提供を呼びかけて目標額まで資金調

達を行うこと）、企業プロボノ（企業の持つ業務

上の知識・技術・技能あるいは設備などに基づい

て社会貢献や社会的課題の解決に向けて無償活動

を行うこと）、コーズ・リレーテッド・マーケティ

ング（商品に社会価値を付加して購入者の社会を

想う心に訴えてその売り上げの一部を企業が寄付

するなどの社会貢献型の活動）が存在していた。

代表的なコーズ・リレーテッド・マーケティング

として、ボルビックの「1ℓ for 10ℓ」やアメリ

カン・エクスプレスの「自由の女神修復プロジェ

クト」、王子製紙のトイレットペーパー売り上げ

の一部寄付による途上国のトイレ普及支援などが

あげられる。それが 2011 年の東日本大震災・福

島原発事故以降、消費者は節電や環境に配慮した

商品に意識が向いて消費が節約志向に大きく変化

するとともに、消費することが被災者に対して申

し訳ないという気持ちと復興を支援したいという

思いが重なり、復興支援商品や代金の一部を寄付

する商品への需要が高まった（高橋・豊田，

2012）。また、消費を通じて社会的課題が解決で

きることを多くの消費者が知ることになったため、

社会的・経済的に弱い立場の人びとに対して市民

や企業による寄付や募金、ボランティアなどに加

え、自らの購買行動が環境や社会を含む他者に対

して貢献する「倫理的（エシカル）消費」という

支援形態を知るようになった。購入すると自動的

に企業が特定の NPO・NGO などに寄付してくれ
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ることで社会的課題の解決につながる「寄付つき

商品」だけでなく、被災地の商品を積極的に購入

することで間接的に復興を支援する「応援消費」

という新たな支援方法を企業が提示したことで、

社会的課題解決のための潜在的な消費行動が顕在

化し、実行されるようになった。

　企業のエシカル活動に対する認識は、「今後、

企業経営に不可欠である」が 65％、「取り組む企

業は今後増えていくべきである」が 71％、「積極

的に情報発信すべきである」が 67％、企業好感

度・商品選択は「エシカル活動を行っている企業

には好感が持てる」が 66％、「同じような商品で

あれば、それを行う企業の商品を選びたい」が

55％、「企業は社会をもっとよくするために行動

してほしい」が 68％と高い傾向にあり（川村，

2015）、消費者はエシカル活動及びそれに取り組

む企業をポジティブに捉えていることが分かる。

また、「倫理的消費」調査研究会（2017）によると、

「倫理的消費（エシカル消費）に関心、興味がある」

が 35.9％、「倫理的消費に関する行動に実践して

いる」が 29.0％ではあるが、「エシカルな商品・

サービスが通常の商品・サービスより割高でも許

容できる」が 60.6％、「エシカルな商品・サービ

スをこれまで購入しており、今後も購入したい」

または「これまでに購入したことはないが、今後

は購入したい」が 61.8％であり、倫理的な消費、

商品に関心を持ち、実践している消費者は少ない

が、ポジティブな態度を持ち、今後購入したいと

考えている消費者は多いことが分かる。

３．倫理的消費への影響要因

　水師（2016）は、倫理的意味を持つ商品と接触

した消費者は「価値類似性」（特定的な社会貢献

活動に対する売り手と消費者との間の価値意識が

合致しているか）、「共感」（売り手によって支援

される他者への感情的共感反応が生じるか）、「モ

ラル」（「自分には助ける能力があるのでこの商品

を購入して困窮者を助けるべきだ」という規範的

な責務感が活性化されるか）に関する情報処理プ

ロセスを経て、「行動意図」（購入やクチコミ発信

といった購買行動への意図的な動機）が形成され

る倫理的消費の購買状況モデルを示し、行動意図

が強くなるほど実際の行動が実行される傾向も高

くなるとした。また、社会問題への関心が高い層

では価値類似性の影響力は強いが共感の影響力は

弱く、低い層では共感の影響力は強いが価値類似

性の影響力は弱いことも示し、精緻化見込みモデ

ルから解釈すると、社会問題への関心が高い場合

にはよく考えて情報を処理するために価値類似性

という思考力を伴う中心的なルートで情報処理が

行われるのに対し、社会問題への関心が低い場合

にはあまり考えずに情報を処理するために共感と

いう思考力を伴わない感情的（周辺的）なルート

で情報処理が行われるとしている。このことから、

買い手が特定の社会問題に対する関心が高い場合

には売り手は自らの取り組みに対する価値を詳細

に説明して買い手に考えさせ、価値類似性の認識

を高めると購入意図が高まるのに対し、関心が低

い場合には売り手は自らの取り組みの価値を伝達

するよりも支援する対象や他者の情報を提供して

支援対象への共感を喚起させると購入意図が高ま

るというマーケティングの可能性を示唆してい

る。

　共感は、倫理的な意思決定、援助や向社会行動

といった利他的な行動を促進させるとされている。

玉置（2015）は、消費者の情動的共感性（他者の

感情を自分のことのように感じる能力）ではなく、

認知的共感性（他者の感情的な視点を取得するこ

と）の高さが倫理的消費を促進することを示し、

その理由として倫理的製品の購買は社会や環境に

対して高い関心を持つ消費者にとっては高関与な

行動であるため、購買時にその社会的な意義や目

的を理解するといった認知的な処理が行われ、相

手の状況や感情の視点取得が行われて認知的共感

性が高まり、倫理的製品の意義を理解して購買意

図につながることをあげている。
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　倫理的消費の意思決定プロセスは「計画的行動

理論」（Ajzen，1991）から研究されることが多く、

「行動に対する態度」、「主観的規範」、「行動統制」

が「意図」に影響し、この意図が「行動」に影響

を与えると仮定されている。また、「有効性評価」

（その行動を行うことで期待した結果が得られる

のか）と「入手可能性」（実際にその行動を行う

ことができるのか）が行動統制の下位概念と考え

られている。すなわち、消費者は倫理的な製品や

サービスの購入に対するポジティブな態度、それ

を購入するべきであるという社会に存在する“空

気”、その購入が社会的課題の解決につながるのか、

自分がそれを購入することができるのかという主

観的知覚によって購入しようという意図が生み出

され、実際に商品を購入すると考えられる。バン

ベルグ（2003）は、環境問題への関心が高い消費

者の意図には行動に対する態度と主観的規範、行

動統制が影響を与えるが、関心が低い消費者の意

図には行動に対する態度と主観的規範のみが影響

することを示している。また、大平ら（2012）は

震災後の社会的課題解決行動において、環境配慮

型商品はその購入が環境問題の解決につながると

多くの消費者が理解しているため、主観的規範が

意図に影響を与えるが、寄付つき商品はまだ日本

社会で認知度が低く、その購入が社会的課題の解

決につながることをあまり理解していないため、

主観的規範が意図に影響を与えないことを示唆し

ている。さらに、大平ら（2014）は現在のソーシャ

ル・コンシューマー層は環境配慮型商品と寄付つ

き商品に共通して行動に対する態度が意図に影響

を与えているが、寄付つき商品は行動に対する態

度だけから意図に影響を与えているのに対して、

環境配慮型商品は入手可能性評価も意図に影響を

与えていること、潜在的ソーシャル・コンシュー

マー層は共通して行動に対する態度と入手可能性

評価が意図に影響を与えているが、環境配慮型商

品はそれらに加えて主観的規範と有効性評価も影

響を与えていること、無関心層は共通して行動に

対する態度と主観的規範が意図に影響を与えてい

るが、環境配慮型商品は有効性評価が意図に影響

しているが入手可能性評価は影響していないのに

対して、寄付つき商品は有効性評価が意図に影響

しているとし、クラスタによってソーシャル・コ

ンサンプションへの意図に影響するものが異なる

ことを示している。

　一方、社会貢献活動に対して若い世代は子ども

の頃から意識が高いためにその行動に対する意図

を持っていないことも指摘されており（堀，

2016）、倫理的な行動は意図ではなく、世評感な

どの社会的規範が直接影響することも推測される。

また、ソーシャル・プロダクトの購入をためらう

要因として、「本当にそのような社会的課題の解

決に使われるのか」と疑いを持つ「消費者の懐疑

的傾向」（大平・スタニスロスキー・薗部，2016）

があるために態度が意図に影響しないことや、

「ソーシャル・プロダクトが好きで買いたい」と

思っているが実際は購入しない「態度・意図と行

動の乖離」（大平・薗部・スタニスロスキー，

2014）があるため、意図が行動に影響しないこと

も考えられる。泉水（2018a）は、倫理的消費（寄

付つき商品購入・応援消費）の経験とその態度と

の関連性について検討し、寄付つき商品や応援消

費への態度が高まると行動につながるとともにそ

の経験が態度を高めること、倫理的な消費行動を

するべきだという社会規範は認識しているが一個

人の消費行動が社会問題の解決につながると考え

ないと行動に対する態度は高まらないこと、その

消費行動の積み重ねが社会問題の解決につながる

と考えると倫理的な消費行動が促進されることを

示している。

４．倫理的消費におけるクラスタの特徴

　倫理的消費には消費者の価値観だけでなく、

「困っている人を助けるべきである」といった援

助規範も関連しており、一般的に男性よりも女性

は援助意識が高く、高年齢世代はその意識が強い
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傾向にあるとされている。コールバッハ（2014）は、

日本人は男女とも環境に優しい態度を示すが年齢

が若いほど危機意識が強く、環境に配慮した実際

の行動は女性、そして年齢が高いほど積極的に行

動することを示している。このことから、倫理的

消費に対する態度や行動は性別や世代、地域に

よって異なると考えられる。2018 年度の「社会

意識に関する世論調査」において、「何か社会の

ために役立ちたいと思っている者がどのようなこ

とで役に立ちたいと考えているか」の回答をクラ

スタ別にみると、性別では「自然・環境保護に関

する活動」が女性、「自分の職業を通して」「自主

防災活動や災害援助活動」が男性で高く、年齢別

では「自然・環境保護に関する活動」が 50 歳代、

「自分の職業を通して」が 18～29 歳から 50 歳代、

「自主防災活動や災害援助活動」が 60 歳代で高く、

性・年齢別では「自然・環境保護に関する活動」

が女性の50 歳代、60 歳代、「自分の職業を通して」

が男性の 18～29 歳から 50 歳代、女性の 18～29

歳から 40 歳代、「自主防災活動や災害援助活動」

が男性の 30 歳代から 70 歳以上で高いことが分か

る。

　大平ら（2014）は、ソーシャル・コンサンプショ

ン（寄付つき商品、環境配慮型商品、応援消費）

とシビック・アクション（寄付、ボランティア）

といった社会的課題の解決行動の頻度によって、

消費を通じて社会的課題の解決を行うソーシャ

ル・コンシューマー（SC）を 3 つの層に分類して

いる。

　①　現在の SC 層（20.3％）：環境配慮型商品、

寄付つき商品、応援消費の購入頻度と寄付す

べての平均値が比較的高い

　②　潜在的 SC 層（34.6％）：寄付、応援消費が

環境配慮型商品、寄付つき商品に比べて高い

　③　無関心層（45.0％）：寄付以外の平均値が

非常に低い

　その特徴として、現在の SC 層と潜在的 SC 層

は女性であり、年齢が高く、既婚者であり、子ど

もがおり、高校卒業以降の教育を受けていること、

無関心層は男性であり、年齢が比較的低く、既婚

者であり、子どもがおり、高卒以降の教育を受け

ていることを示している。

　さらに、大平ら（2015）は 4 つのソーシャル・

プロダクト（寄付つき商品、エコ商品、フェアト

レード消費、オーガニック商品）の購買頻度をも

とに分析し、ソーシャル・コンシューマーを次の

3 つに分類している。

　①　SC 層（25.4％）：すべてのソーシャル・プ

ロダクトの購入頻度が高い

　②　利己的 SC 層（44.1％）：環境にやさしい

（「エコロジー」）と節電ができる（「エコノ

ミー」）という理由でエコ商品を、自然環境

保護だけでなく自分や子どもの健康にとって

良いといった利己的理由でオーガニック商品

を購入している

　③　無関心層（30.5％）：すべての商品への関

心が低い

　その特徴として、SC 層は性別を問わず、年齢

は高く、やや既婚者が多く、年収・学歴も高い傾

向があり、職業は専門職、会社経営者、自営業に

多いこと、利己的 SC 層は女性であり、50，60 代

に特に多く、既婚者で子どもがいる傾向があり、

年収が高く、専業主婦や自由業の割合が高いこと、

無関心層は男性や若年層に多く、未婚者で子ども

がいない比率が高く、年収・学歴がともに低い傾

向にあり、職業は学生、公務員、無職に多いこと

を示している。

　泉水（2018b）は、20～69 歳の男女 800 名（平

均 42.9 歳）を対象としたインターネット調査に

よって倫理的消費（寄付つき商品購入・応援消費）

の経験と態度について性別と年代から検討し、倫

理的消費の経験は性別では男性が高く、年代では

20，30 代が 50 代より高いこと、倫理的消費への

態度は性別では男性が高く、特に行動に対する態

度と意図で高いこと、また年代では 20 代が低く、

60 代で男性が高いことを示している。このこと
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から、男性は女性より社会生活で倫理的消費場面

に遭遇することが多いために態度が高くなり、経

験も増えること、20 代は幼い頃から子どもの頃

から社会貢献活動への意識が高いために経験は多

いが、その行動を当たり前であると考えているた

めに態度は高まらないこと、男性は年齢がすすむ

につれて女性よりも企業での経験から倫理的消費

をするべきだという社会規範を強く意識して関心

が高まり、その行動が良いことであると考えるよ

うになるため、倫理的な消費をしようという意図

につながることが考えられ、倫理的消費の態度や

行動は性や年代といったクラスタによって異なる

ことを示唆している。

５．本研究の目的

　現代の日本では、大規模な災害被害が頻繁に発

生し、その社会的支援は必要不可欠である。社会

にもその行動規範が存在し、災害被害による弱者

への支援形態として倫理的消費も浸透しつつある。

しかし、社会貢献活動に消極的な層も存在してお

り、このような消費者に対して倫理的消費を実践

させる方法を検討していくことは、今後の社会に

おいて必要なことである。

　上述したように、倫理的消費に対する態度や行

動はクラスタによって異なると考えられ、時代に

よって変化すると思われる。そのため、倫理的消

費やその意思決定プロセスを検討するためには、

消費者クラスタごとの特徴を正確に理解すること

が必要である。泉水（2018b）は、倫理的消費の

経験と態度が性別と年代によって特徴が異なるこ

とを示したが、他のクラスタにおいてもその特徴

は異なることが推測される。本研究は、倫理的消

費の経験と態度について、婚姻の有無及び職業の

特徴を検討することを目的とした。

Ⅱ．方　　法

１．対象者

　20～69 歳の男女 800 名（平均 42.9 歳）

２．手続き

　（株）クロス・マーケティング社の協力を得て、下

記の項目についてインターネット調査を実施した。

　①　寄付つき商品購入経験について、7 段階評

定（「よく買っている（7）」～「全く買ったこ

とがない（1）」）で回答させた。

　②　寄付つき商品に対する態度（大平ら，

2015）15 項目について、7 段階評定（「非常

に当てはまる（7）」～「全く当てはまらない

（1）」）で回答させた。

　③　応援消費経験について、7 段階評定で回答

させた。

　④　応援消費に対する態度について、7 段階評

定で回答させた。

３．時期

　2017 年 10 月

Ⅲ．結　　果

１．婚姻の有無

1―1．倫理的消費の経験

　表 1 は、婚姻の有無及び性別ごとに倫理的消費

（寄付つき商品購入・応援消費）の経験について

まとめたものである。2（婚姻）× 2（性別）× 2

（倫理的消費）の分散分析を行った結果、婚姻の

主効果に有意差がみられた（F(1,1592) ＝ 10.03，

p ＜ .01）。表 1 より、婚姻ありは婚姻なしよりも

倫理的消費経験が高いことが分かった。また、倫

理 的 消 費 の 主 効 果 に も 有 意 差 が み ら れ た

（F(1,1592) ＝ 34.68，p ＜ .001）。表 1 より、寄付

つき商品購入経験は応援消費経験よりも高いこと

が分かった。
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1―2．寄付つき商品に対する態度

　表 2 は、寄付つき商品に対する態度（因子）に

ついて婚姻の有無及び性別ごとにまとめたもので

ある。なお、態度因子は泉水（2018b）を参考とし、

「寄付つき商品が好きだ」などの項目が含まれる

「行動に対する態度」、「家族は私が寄付つき商品

を買うべきだと思っている」などの項目が含まれ

る「主観的規範」、「私が寄付つき商品を買えば、

社会問題の解決につながる」などの項目が含まれ

る「有効性評価」、「私には寄付つき商品を買う機

会がたくさんある」などの項目が含まれる「入手

可能性評価」、「私は寄付つき商品を買うつもりだ」

などの項目が含まれる「行動への意図」の 5 つと

した。2（婚姻）× 2（性別）× 5（因子）の分散

分析を行った結果、婚姻の主効果に有意差がみ 

られた（F(1,3980) ＝ 3.93，p ＜ .05）。表 2 より、

婚姻なしは婚姻ありよりも高いことが分かった。

ま た、 性 別 の 主 効 果 に も 有 意 差 が み ら れ た

（F(1,3980) ＝ 22.17，p ＜ .001）。表 2 より、男性

は女性よりも高いことが分かった。さらに、因子

の主効果にも有意差がみられた（F(4,3980) ＝

37.95，p＜ .001）。下位検定の結果、「主観的規範」、

「行動への意図」「入手可能性評価」、「有効性評

価」「行動に対する態度」の順に高いことが分かっ

た。

1―3．応援消費に対する態度

　表 3 は、応援消費に対する態度（因子）につい

て婚姻の有無及び性別ごとにまとめたものである。

2（婚姻）× 2（性別）× 5（因子）の分散分析を

行った結果、性別の主効果に有意差がみられた

（F(1,3980) ＝ 27.05，p ＜ .001）。表 3 より、男性

は女性よりも高いことが分かった。また、因子の

主 効 果 に も 有 意 差 が み ら れ た（F(4,3980) ＝

35.38，p＜．001）。下位検定の結果、「主観的規範」、
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表１　倫理的消費経験（婚姻の有無・性別）

婚姻 性別 N
寄付つき
商品購入 応援消費 平均

AVE SD AVE SD AVE SD

あり

男性 179 5.04 1.99 4.64 1.90 4.84 1.95

女性 123 4.89 1.84 4.39 1.76 4.64 1.81

平均 302 4.98 1.93 4.54 1.85 4.76 1.90

なし

男性 221 4.81 1.95 4.15 1.88 4.48 1.94

女性 227 4.77 1.94 4.00 1.80 4.38 1.91

平均 498 4.78 1.95 4.07 1.83 4.42 1.92

表２　寄付つき商品に対する態度（婚姻の有無・性別）

婚姻 性別
行動に対する態度 主観的規範 有効性評価 入手可能性評価 意図 平均

AVE SD AVE SD AVE SD AVE SD AVE SD AVE SD

あり

男性 4.36 1.40 4.98 1.46 4.37 1.05 4.62 1.31 4.78 1.20 4.62 1.31

女性 3.99 1.07 4.91 1.34 4.23 0.97 4.28 1.14 4.48 1.02 4.38 1.15

平均 4.21 1.29 4.95 1.41 4.31 1.02 4.48 1.25 4.66 1.14 4.52 1.26

なし

男性 4.39 1.29 4.92 1.36 4.46 1.05 4.64 1.20 4.79 1.10 4.64 1.22

女性 4.22 1.25 4.90 1.29 4.28 0.96 4.60 1.16 4.56 1.05 4.51 1.17

平均 4.29 1.27 4.91 1.32 4.36 1.00 4.62 1.18 4.66 1.08 4.57 1.19

表３　応援消費に対する態度（婚姻の有無・性別）

婚姻 性別
行動に対する態度 主観的規範 有効性評価 入手可能性評価 意図 平均

AVE SD AVE SD AVE SD AVE SD AVE SD AVE SD

あり

男性 4.30 1.33 4.88 1.48 4.40 1.08 4.47 1.39 4.57 1.17 4.52 1.31

女性 3.82 1.01 4.72 1.41 4.10 0.86 4.30 1.17 4.24 0.94 4.24 1.13

平均 4.10 1.23 4.81 1.45 4.28 1.00 4.40 1.31 4.44 1.09 4.41 1.25

なし

男性 4.14 1.23 4.74 1.37 4.34 1.13 4.39 1.33 4.52 1.10 4.42 1.25

女性 3.94 1.12 4.73 1.30 4.17 0.93 4.38 1.26 4.26 1.05 4.30 1.17

平均 4.03 1.17 4.74 1.33 4.25 1.03 4.39 1.29 4.38 1.08 4.35 1.21



「行動への意図」「入手可能性評価」「有効性評

価」、「行動に対する態度」の順に高いことが分

かった。さらに、婚姻と性別の交互作用にも有意

差がみられた（F(1,3980) ＝ 4.01，p ＜ .05）。表 2

より、男性は婚姻なしよりも婚姻ありが高いのに

対し、女性は婚姻ありよりも婚姻なしが高いこと

が分かった。

２．職業別

2―1．倫理的消費経験

　表 4 は、職業別及び性別ごとに倫理的消費経験

についてまとめたものである。9（職業）× 2（性

別）× 2（倫理的消費）の分散分析を行った結果、

倫 理 的 消 費 の 主 効 果 に 有 意 差 が み ら れ た

（F(1,1472) ＝ 25.76，p ＜ .001）。表 4 より、寄付

つき商品購入経験は応援消費経験よりも高いこと

が分かった。

2―2．寄付つき商品に対する態度

　表 5 は、寄付つき商品に対する態度（因子）に
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表４　倫理的消費経験（職業別・性別）

職業 性別 N
寄付つき商品購入 応援消費 平均

AVE SD AVE SD AVE SD

会社勤務
（一般社員）

男性 152 4.86 2.00 4.33 1.93 4.59 1.98
女性 63 4.56 2.12 3.89 1.93 4.22 2.04
平均 215 4.77 2.03 4.20 1.93 4.48 2.00

会社勤務
（管理職）

男性 35 4.69 2.19 3.83 1.98 4.26 2.12
女性 4 6.25 1.50 4.75 1.71 5.50 1.69
平均 39 4.85 2.17 3.92 1.95 4.38 2.10

公務員・教職
員・非営利
団体職員

男性 28 4.32 2.13 4.32 2.07 4.32 2.08
女性 12 5.42 1.73 4.58 1.68 5.00 1.72
平均 40 4.65 2.06 4.40 1.95 4.53 1.99

派遣社員・
契約社員

男性 26 5.38 1.75 4.58 1.68 4.98 1.74
女性 23 4.91 1.56 3.91 1.68 4.41 1.68
平均 49 5.16 1.66 4.27 1.69 4.71 1.73

自営業

男性 24 5.21 1.77 4.42 2.06 4.81 1.94
女性 10 4.81 1.94 3.70 1.77 4.50 1.93
平均 34 5.24 1.76 4.21 1.98 4.72 1.93

専門職（弁護
士・税理士・
医療関連）

男性 9 5.67 1.32 4.33 1.66 5.00 1.61
女性 19 4.37 2.14 3.74 1.94 4.05 2.04
平均 28 4.79 1.99 3.93 1.84 4.36 1.95

パート・
アルバイト

男性 24 4.75 2.21 5.00 2.02 4.88 2.10
女性 84 4.79 1.97 4.35 1.79 4.57 1.89
平均 108 4.78 2.02 4.49 1.86 4.63 1.94

専業主婦 女性 137 4.82 1.90 3.99 1.85 4.41 1.92

無職

男性 73 5.21 1.83 4.64 1.76 4.92 1.81
女性 30 5.03 1.59 4.53 1.25 4.78 1.44
平均 103 5.16 1.75 4.61 1.62 4.88 1.71

表５　寄付つき商品に対する態度（職業別・性別）

職業 性別
行動に対する態度 主観的規範 有効性評価 入手可能性評価 意図 平均

AVE SD AVE SD AVE SD AVE SD AVE SD AVE SD

会社勤務
（一般社員）

男性 4.35 1.44 4.87 1.52 4.40 1.02 4.50 1.37 4.71 1.15 4.57 1.32
女性 3.85 1.39 4.44 1.50 3.95 0.98 4.06 1.29 4.22 1.13 4.10 1.28
平均 4.21 1.44 4.74 1.52 4.27 1.03 4.37 1.36 4.57 1.16 4.43 1.33

会社勤務
（管理職）

男性 4.10 1.35 4.64 1.39 4.11 0.81 4.49 1.31 4.66 1.19 4.40 1.24
女性 5.15 1.65 4.92 1.71 3.88 0.25 4.88 1.65 4.58 0.69 4.68 1.27
平均 4.21 1.39 4.67 1.40 4.09 0.78 4.53 1.33 4.65 1.14 4.43 1.24

公務員・教職員・
非営利団体職員

男性 4.15 1.19 4.88 1.32 4.48 1.13 4.46 1.18 4.80 1.20 4.56 1.21
女性 4.32 1.46 5.17 1.47 4.29 0.75 4.75 0.94 4.44 0.77 4.59 1.14
平均 4.20 1.26 4.97 1.35 4.43 1.02 4.55 1.11 4.69 1.09 4.57 1.19

派遣社員・
契約社員

男性 4.36 1.20 4.79 1.04 4.62 1.20 4.81 0.93 4.65 0.99 4.65 1.07
女性 4.03 0.87 4.91 1.19 4.35 0.70 4.37 1.06 4.43 0.76 4.42 0.96
平均 4.20 1.06 4.85 1.10 4.49 1.00 4.60 1.01 4.55 0.89 4.54 1.03

自営業

男性 4.57 1.47 5.01 1.63 4.81 1.40 4.56 1.27 5.29 1.30 4.85 1.42
女性 4.38 1.30 5.43 1.53 4.80 1.06 5.35 1.40 4.87 1.11 4.97 1.30
平均 4.51 1.41 5.14 1.59 4.81 1.29 4.79 1.34 5.17 1.25 4.88 1.38

専門職
（弁護士・税理士・

医療関連）

男性 4.82 1.37 5.70 1.42 4.67 1.06 4.94 1.33 4.96 1.14 5.02 1.26
女性 4.32 1.37 5.32 1.22 4.21 0.73 4.08 0.85 4.40 1.09 4.46 1.14
平均 4.48 1.36 5.44 1.27 4.36 0.86 4.36 1.09 4.58 1.12 4.64 1.21

パート・
アルバイト

男性 4.33 1.55 4.99 1.56 4.29 1.08 4.56 1.28 4.65 1.09 4.57 1.33
女性 4.35 1.18 5.15 1.23 4.39 1.00 4.71 1.11 4.62 1.09 4.65 1.15
平均 4.35 1.26 5.11 1.31 4.37 1.01 4.68 1.15 4.63 1.08 4.63 1.20

専業主婦 女性 4.11 1.19 4.79 1.22 4.27 0.98 4.54 1.18 4.62 1.07 4.47 1.16

無職

男性 4.58 1.18 5.17 1.18 4.41 0.97 5.03 1.10 4.95 1.12 4.83 1.14
女性 4.11 0.81 4.97 1.23 4.30 0.78 4.47 0.83 4.50 0.77 4.47 0.93
平均 4.45 1.10 5.11 1.19 4.38 0.92 4.87 1.06 4.82 1.05 4.72 1.10



ついて職業別及び性別ごとにまとめたものである。

9（職業）× 2（性別）× 5（因子）の分散分析を

行った結果、職業別の主効果に有意差がみられた

（F(8,3680) ＝ 5.99，p ＜ .001）。下位検定の結果、

自営業が高く、会社勤務（管理職）、会社勤務（一

般社員）、専業主婦、派遣社員・契約社員は低い

ことが分かった。また、性別の主効果にも有意差

が み ら れ た（F(1,3680) ＝ 4.58，p ＜ .05）。 表 5

より、男性は女性よりも高いことが分かった。因

子の主効果にも有意差がみられた（F(4,3680) ＝

17.34，p＜ .001）。下位検定の結果、「主観的規範」、

「行動への意図」「入手可能性評価」、「有効性評

価」「行動に対する態度」の順に高いことが分かっ

た。さらに、職業と性別の交互作用にも有意差が

みられた（F(7,3680)＝ 3.78，p＜ .001）。表 5 より、

専門職は「主観的規範」が高く、自営業は「有効

性評価」「入手可能性評価」「行動への意図」が高

いのに対し、会社勤務（管理職）は「有効性評価」

が低く、会社勤務（一般社員）はすべての因子で

低いことが分かった。

2―3．応援消費に対する態度

　表 6 は、応援消費に対する態度（因子）につい

て職業別及び性別ごとにまとめたものである。9

（職業）× 2（性別）× 5（因子）の分散分析を行っ

た結果、職業別の主効果に有意差がみられた

（F(8,3680) ＝ 7.37，p ＜ .001）。下位検定の結果、

自営業が高く、会社勤務（管理職）、会社勤務（一

般社員）は低いことが分かった。また、性別の主

効果にも有意差がみられた（F(1,3680) ＝ 9.07，p

＜ .01）。表 6 より、男性は女性よりも高いことが

分かった。因子の主効果にも有意差がみられた

（F(4,3680) ＝ 18.73，p ＜ .001）。下位検定の結果、

「主観的規範」、「行動への意図」「入手可能性評

価」、「有効性評価」「行動に対する態度」の順に

高いことが分かった。さらに、職業と因子の交互

作用にも有意差がみられた（F(7,3680) ＝ 5.18，p

＜ .001）。表 6 より、専門職は「主観的規範」が

高いが「有効性評価」が低く、自営業は加えて「有

効性評価」「入手可能性評価」「行動への意図」が

高いのに対し、公務員・教職員・非営利団体職員、
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表６　応援消費に対する態度（職業別・性別）

職業 性別
行動に対する態度 主観的規範 有効性評価 入手可能性評価 意図 平均

AVE SD AVE SD AVE SD AVE SD AVE SD AVE SD

会社勤務
（一般社員）

男性 4.21 1.35 4.72 1.50 4.39 1.12 4.34 1.46 4.51 1.13 4.43 1.33
女性 3.41 1.05 4.08 1.38 3.94 0.79 3.81 1.31 3.88 0.91 3.82 1.13
平均 3.97 1.32 4.53 1.49 4.26 1.05 4.19 1.43 4.32 1.11 4.25 1.30

会社勤務
（管理職）

男性 3.83 1.26 4.57 1.47 3.93 0.95 4.03 1.22 4.32 1.21 4.14 1.25
女性 4.65 1.54 4.67 1.22 4.25 0.29 5.00 0.91 4.25 0.42 4.56 0.93
平均 3.91 1.29 4.58 1.43 3.96 0.91 4.13 1.22 4.32 1.15 4.18 1.22

公務員・教職員・
非営利団体職員

男性 4.05 1.32 4.62 1.45 4.20 1.21 4.21 1.32 4.55 1.31 4.33 1.32
女性 3.87 1.29 4.67 1.57 4.00 0.85 4.21 1.36 4.31 1.10 4.21 1.24
平均 4.00 1.30 4.63 1.47 4.14 1.11 4.21 1.31 4.48 1.24 4.29 1.30

派遣社員・
契約社員

男性 4.12 1.09 4.60 1.11 4.63 1.00 4.15 1.32 4.42 0.94 4.39 1.10
女性 4.11 0.94 4.80 1.15 4.28 0.64 4.26 1.20 4.23 0.87 4.34 1.00
平均 4.12 1.01 4.69 1.12 4.47 0.86 4.20 1.26 4.33 0.90 4.36 1.05

自営業

男性 4.36 1.39 4.92 1.65 4.85 1.39 4.50 1.47 4.93 1.30 4.71 1.44
女性 3.84 0.92 5.17 1.78 4.30 1.03 5.10 0.97 4.50 1.18 4.58 1.27
平均 4.21 1.27 4.99 1.66 4.69 1.31 4.68 1.35 4.80 1.27 4.67 1.39

専門職
（弁護士・税理士・

医療関連）

男性 4.47 1.47 5.96 1.36 4.11 0.42 5.33 1.00 4.59 0.97 4.89 1.25
女性 3.88 1.09 4.74 1.41 4.05 1.05 3.97 0.89 4.07 1.11 4.14 1.14
平均 4.07 1.23 5.13 1.49 4.07 0.89 4.41 1.11 4.24 1.08 4.38 1.22

パート・
アルバイト

男性 4.43 1.37 4.89 1.48 4.02 0.89 4.65 1.36 4.40 1.07 4.48 1.26
女性 4.17 1.02 5.02 1.26 4.17 0.92 4.54 1.10 4.39 1.00 4.46 1.11
平均 4.23 1.11 4.99 1.31 4.14 0.91 4.56 1.16 4.40 1.02 4.46 1.14

専業主婦 女性 3.90 1.13 4.72 1.26 4.24 1.03 4.37 1.25 4.28 1.06 4.30 1.18

無職

男性 4.40 1.10 5.04 1.13 4.45 1.03 4.80 1.17 4.68 1.07 4.67 1.12
女性 3.90 0.84 4.89 1.26 4.25 0.76 4.60 1.02 4.40 0.90 4.41 1.02
平均 4.25 1.05 5.00 1.17 4.39 0.96 4.74 1.13 4.60 1.02 4.60 1.10



パート・アルバイト・無職は「有効性評価」が低

く、会社勤務（一般社員）はすべての因子で低い

ことが分かった。

Ⅳ．考　　察

１．婚姻の有無

1―1．倫理的消費経験

　倫理的消費の経験について分散分析を行った結

果、婚姻の主効果に有意差がみられ、婚姻ありは

婚姻なしよりも倫理的消費経験が高いことが分

かった。人は、結婚することで「自分のため」で

はなく「家族のため」という意識や行動が増える

ため、社会の利他的行動への意識も高まり、倫理

的消費を行うようになると思われる。また、結婚

すると配偶者の態度や行動に触れるため、相手が

倫理的消費に積極的である場合はその影響を受け、

行動するようになることも考えられる。さらに、

子どもがいる場合にはベルマーク運動や募金など

の社会貢献活動に触れる機会が多くなり、また教

育として他者を援助するといった利他的行動を取

り上げる機会も増えることが推測され、これらが

影響して寄付つき商品の購入や応援消費を促進さ

せるのではないだろうか。

　倫理的消費の主効果にも有意差がみられ、寄付

つき商品購入経験は応援消費経験よりも高いこと

が分かった。泉水（2018b）でも指摘されたように、

寄付つき商品の購入は応援消費より価格が安いも

のが多く、身近にも多く存在しているために経験

も増加すると思われる。また、寄付つき商品は一

般商品より価格が高いものが多く、金額を多く支

払うことで社会貢献行動をしていることを実感し

やすいため、経験も促進されることも考えられる。

一方、企業が倫理的消費に取り組む場合、寄付つ

き商品のほうが取り入れやすく、消費者への PR

につながりやすいと推測される。そのため、製品・

サービスも応援消費より寄付つき商品が多くなり、

消費者が行動しやすくなるのではないだろうか。

1―2．寄付つき商品に対する態度

　寄付つき商品に対する態度（因子）について分

散分析を行った結果、婚姻の主効果に有意差がみ

られ、婚姻なしは婚姻ありよりも高いことが分

かった。倫理的消費経験とは対照的な結果であっ

たが、表 2 より特に女性において差が大きいこと

が分かる。多くの先行研究では女性が男性より倫

理的消費を行うとされていたが、泉水（2018b）

は倫理的消費の経験、態度ともに男性が女性より

高いことを示している。人は、結婚すると自分だ

けのために使える金額が少なくなり、特に専業主

婦の女性はその傾向が強まると思われる。そのた

め、消費行動においても倫理的な側面より「価格

の安さ」を重視するようになり、結婚した女性は

そのような製品・サービスに対する態度も高くな

らないのであろう。

　性別の主効果にも有意差がみられ、男性は女性

よりも高いことが分かった。泉水（2018b）でも

指摘されたように、男性は女性より社会生活にお

いて寄付つき商品に接触することが多いことや、

自分のために使える金額が多く、寄付つき商品を

購入しようと思いやすいため、態度も高くなるの

であろう。

　因子の主効果にも有意差がみられ、下位検定の

結果、主観的規範、行動への意図と入手可能性評

価、有効性評価と行動に対する態度の順に高いこ

とが分かった。現代社会では、倫理的消費をはじ

めとした社会貢献活動が増え、社会には「寄付つ

き商品を買うべきだ」という“空気”が存在して

いる。現代の消費者はその空気を強く感じており、

主観的規範が最も高くなったと思われる。また、

計画的行動理論（Ajzen,1991）からは、消費者の

「寄付つき商品を買うつもりだ」という意図は「寄

付つき商品を買う機会がたくさんある」と感じる

ことに影響されるため、次いで行動への意図と入

手可能性評価が高くなったことが考えられる。一

方で、「消費者の懐疑的傾向」（大平ら，2016）が

あるために「寄付つき商品を買えば社会問題の解
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決につながる」とは思わないことや、若い世代を

はじめとして現代の消費者にとって倫理的な行動

は当たり前であり、「寄付つき商品を買うことで

良いことをしたと感じる」という意識も生じない

ことが影響し、有効性評価と行動に対する態度は

高くならないのであろう。

1―3．応援消費に対する態度

　応援消費に対する態度（因子）について分散分

析を行った結果、性別の主効果に有意差がみられ、

男性は女性よりも高いことが分かった。寄付つき

商品と同様に、男性は女性より社会生活で応援消

費に接触することが多く、自分のために使える金

額が多いため、応援消費を行いやすく、態度も高

くなると思われる。

　また、因子の主効果にも有意差がみられ、下位

検定の結果、主観的規範、行動への意図と入手可

能性評価と有効性評価、行動に対する態度の順に

高いことが分かった。これも寄付つき商品と同様

に、現代社会にある応援消費を行うべきだという

空気を強く感じているために主観的規範が最も高

くなり、応援消費を行う機会がたくさんあり、そ

れが社会問題の解決につながると考えると応援消

費を行おうという意図が生じるため、次いで行動

への意図、入手可能性評価、有効性評価が高くな

るが、現代では当たり前の行動であるため、応援

消費は良いことであるとは思わず、行動に対する

態度は高くならないのであろう。

　さらに、婚姻と性別の交互作用にも有意差がみ

られ、男性は婚姻なしよりも婚姻ありが高いのに

対し、女性は婚姻ありよりも婚姻なしが高いこと

が分かった。上述したように、男性は結婚するこ

とで自分よりも家族のためという意識が生じて利

他的行動への態度が高まることや応援消費に積極

的な配偶者に影響されること、子どもがいる場合

にはさまざまな社会貢献活動に触れたり子どもと

考えたりする機会が増えるため、応援消費に対す

る態度が高くなることが考えられる。一方、女性

は結婚すると、特に専業主婦は自分で自由に使用

できる金額が少なくなり、消費行動も支援や寄付

といった倫理的な側面よりも低価格といった金銭

的な側面を重視せざるを得ないため、被災地産商

品の購入や旅行行動など寄付つき商品より高価格

になりがちな応援消費に対して態度が高くならな

いのではないか。

２．職業別

2―1．倫理的消費経験

　職業別及び性別ごとに倫理的消費経験について

分散分析を行った結果、倫理的消費の主効果に有

意差がみられ、寄付つき商品購入経験は応援消費

経験よりも高いことが分かった。性別の考察でも

述べたように、寄付つき商品の購入は応援消費よ

り実践しやすく、企業側も倫理的消費への取り組

みは寄付つき商品のほうが行いやすく、自分が通

常よりも金額を多く払っているので倫理的な行動

をしていることを実感しやすいため、寄付つき商

品の購入経験がより多くなることが考えられる。

2―2．寄付つき商品に対する態度

　寄付つき商品に対する態度（因子）について分

散分析を行った結果、職業別の主効果に有意差が

みられ、下位検定の結果、自営業が高く、会社勤

務（管理職）、会社勤務（一般社員）、専業主婦、

派遣社員・契約社員は低いことが分かった。自営

業は個人事業主であって自分の力で経営しており、

自分の意思で多くの金額を使用できるため、寄付

つき商品に対する態度が高くなることが考えられ

る。また、自営業は地域でさまざまな社会貢献活

動に関わることが多く、利他的行動の 1 つである

寄付つき商品に対する態度も高くなるのであろう。

一方、専業主婦は自分の収入がないため、派遣社

員・契約社員は収入が少ないため、会社員は結婚

すると収入が自分だけのものではなくなって 1 人

で使用できる金額が少なくなるため、寄付つき商

品を購入することが難しくなり、態度も高くなら
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ないと思われる。また、現代では多くの企業が社

会貢献活動に関わっていたり倫理的な製品やサー

ビスを提供していたりしており、その企業に勤務

している社員は寄付つき商品の存在や購入を当た

り前であると感じていることも影響しているので

はないだろうか。

　また、性別の主効果にも有意差がみられ、男性

は女性よりも高いことが分かった。性別の考察で

も述べたように、男性は女性より社会生活におい

て寄付つき商品に接触することが多く、自分のた

めに使える金額が多いため、寄付つき商品を購入

しやすく、態度も高くなるのであろう。

　因子の主効果にも有意差がみられ、下位検定の

結果、主観的規範、行動への意図と入手可能性評

価、有効性評価と行動に対する態度の順に高いこ

とが分かった。これも性別の考察で述べたように、

現代社会の寄付つき商品を購入するべきだという

空気が影響して主観的規範が最も高くなり、寄付

つき商品を買う機会が多ければ買おうと思いやす

いために入手可能性と意図が次いで高くなるが、

本当に支援につながるのかを疑い、倫理的な行動

は当たり前なので特に良いこととは思わないため、

有効性評価や行動に対する態度は高くならないと

思われる。

　さらに、職業と因子の交互作用にも有意差がみ

られ、専門職は主観的規範が高く、自営業は有効

性評価、入手可能性評価、行動への意図が高いの

に対し、会社勤務（管理職）は有効性評価が低く、

会社勤務（一般社員）はすべての因子で低いこと

が分かった。専門職は専門的知識や高度な能力を

持った職業のことであり、具体的には聖職者、法

律家、医師、高等教育機関の教師などがあげられ

る。その職業社会には独特の規範が存在し、専門

性に基づいた規範意識を有しているため、社会に

存在する他の規範も感じやすくなり、寄付つき商

品を買うべきだという主観的規範も高くなること

が考えられる。また、自営業は地域での社会貢献

活動を通して寄付つき商品を買うと社会問題の解

決につながることを意識し、自分で買う機会がた

くさんあると感じると買おうという意図が強まる

ため、有効性評価、入手可能性評価、行動への意

図が高くなると思われる。これに対し、会社員は

他の職業と比べて自分で使える金額が少なく、寄

付つき商品の購入が難しいと感じていることや、

自分が所属する企業でも寄付つき商品を取り扱っ

ており、その存在や積極的な購入が当たり前であ

ると考えていることが影響し、態度が高くならな

いのであろう。

2―3．応援消費に対する態度

　応援消費に対する態度（因子）について分散分

析を行った結果、職業別の主効果に有意差がみら

れ、下位検定の結果、自営業が高く、会社勤務（管

理職）、会社勤務（一般社員）は低いことが分かっ

た。寄付つき商品と同様に、自営業は自分の意思

で使える金額が大きく、地域で社会貢献活動に関

わっているため、応援消費に対する態度が高くな

ると思われる。これに対し、会社員は全体的に自

分が使用できる金額が少なく、応援消費を当たり

前であると感じているため、態度が高くならない

のであろう。

　また、性別の主効果にも有意差がみられ、男性

は女性よりも高いことが分かった。寄付つき商品

と同様に、男性は社会生活で応援消費に接触する

ことが多く、自分で使える金額が多いために応援

消費を行いやすく、態度が高くなると思われる。

　因子の主効果にも有意差がみられ、下位検定の

結果、主観的規範、行動への意図と入手可能性評

価、有効性評価と行動に対する態度の順に高いこ

とが分かった。これも寄付つき商品と同様に、社

会に存在する応援消費をするべきだという空気の

ために主観的規範が最も高くなり、応援消費をす

る多くの機会があると感じると行動しようと思う

ために意図と入手可能性が高くなるが、それが社

会問題の解決にはつながらないと思い、良いこと

をしたとも感じられないために有効性評価や行動
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に対する態度が高くならないのであろう。

　さらに、職業と性別の交互作用にも有意差がみ

られ、専門職は主観的規範が高いが有効性評価が

低く、自営業は有効性評価、入手可能性評価、行

動への意図が高いのに対し、公務員・教職員・非

営利団体職員、パート・アルバイト・無職は有効

性評価が低く、会社勤務（一般社員）はすべての

因子で低いことが分かった。専門職は高い規範意

識を持っていることが多いため、社会の応援消費

をするべきだという空気を感じやすいために主観

的規範が高くなるが、現実にはいつまでも課題が

解決していないと感じることも多いため、有効性

評価が高まらないと思われる。また、公務員・教

職員・非営利団体職員は教育や福祉と関わる職業

であり、さまざまな社会貢献活動をする機会が多

いことが推測される。しかし、その中に存在する

理想と社会の現実との間にギャップを感じること

も多く、応援消費をしても実際にはその問題の解

決には程遠いと考えてしまうため、有効性評価が

高くならないことも考えられる。一方、パート・

アルバイト・無職は、現代の社会貢献を重視する

企業風土や理念に触れる機会が少なく、企業に対

する懐疑的傾向も強いため、有効性評価が高くな

らないのではないだろうか。

　自営業は有効性評価、入手可能性評価、行動へ

の意図が高くなり、会社勤務（一般社員）はすべ

ての因子で低くなったのは、寄付つき商品と同様

に自営業は地域での社会貢献活動を通して応援消

費が社会問題の解決につながると考え、その機会

が多いと感じて意図が強まること、会社員は自分

で使える金額が少なく、その存在や行動が当たり

前であると感じることが影響しているのであろ

う。

Ⅴ．結　　論

　本研究は、倫理的消費の経験と態度について、

婚姻の有無及び職業の特徴を検討することを目的

とした。その結果、婚姻は利他的行動の意識を高

めるために倫理的消費、特に男性の応援消費の行

動を促進させるのに対し、自分のために使える金

額が少なくなるため、特に女性の倫理的消費への

態度は高めないことが考えられた。また、職業で

は自営業は自分で使える金額が多く、地域で社会

貢献活動に関わる機会が多いため、倫理的消費へ

の態度、特に有効性評価、入手可能性評価、行動

への意図が高くなる一方で、専業主婦、派遣社員・

契約社員は自分で使える金額が少なく、会社員は

加えて倫理的消費を当たり前であると思うために

態度は高まらないことが考えられた。

　社会に存在するさまざまな課題を解決するため

に、倫理的消費は今後ますます重要になると思わ

れる。日本では毎年のように大規模な災害被害が

発生しており、その支援を目的とした寄付つき商

品や応援消費は「身近な」他者のための行動であ

るといえよう。本研究において、婚姻と職業が倫

理的消費に影響することが明らかとなり、さまざ

まなクラスタによってその態度や行動が異なるこ

とが示唆された。今後は、各クラスタにおける倫

理的消費の影響要因を明らかとし、その行動を促

進させる有効な方法を検討することが必要であろ

う。
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